
⽇時：令和6年8⽉22⽇（⽊）16:30
場所：Web会議システム「Zoom」

⽇本慢性期医療協会
定例記者会⾒
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慢性期医療をデザインする

寝たきりゼロに向けて、慢性期医療や介護が果たすべき役割を⾒直す。
⽬的、プロセス、アウトカムの視点でデザイン（改⾰提⾔）する。

アウトカム

慢性期治療病棟

病態を改善し、在宅復帰を促す

6病態（誤嚥性肺炎、低栄養、
脱⽔、褥瘡、尿路感染症、
その他の感染症）の治療
+
病態の急性憎悪対応
（慢性期救急）

6病態の改善度、改善期間

プロセス

⽬的

寝たきりゼロへのデザイン

指標設定/測定

実践⽅法の確⽴

明確化

ポイント ⾝体拘束
（2024.6.26 第49回通常総会記念講演） 今回のテーマ
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本⽇の内容

⾝体拘束廃⽌をデザインする
〜今こそ、⾝体拘束ゼロ作戦を！〜

・目的   ：患者の尊厳を守り、身体機能を低下させない

・プロセス  ：身体拘束ゼロへの技術習得と密なコミュニケーション

・アウトカム ：最小化、ゼロ化を促進する時間単位の評価を
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⽬的 ⾝体拘束はなぜ問題なのか

⾏動の⾃由を制限する⾝体拘束は、尊厳を損なう⾏為。

出所：令和5年度⽼⼈保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における⾝体拘束廃⽌・防⽌の取組推進に向けた調査研究事業
        「介護施設・事業所等で働く⽅々への⾝体拘束廃⽌・防⽌の⼿引き 令和6年3⽉」

⾼齢者の「尊厳の保持」 ⾝体拘束の具体的⾏為

前提

⾝体拘束

本⼈の⾃⽴した
その⼈らしい⽣活を⽀えるケア

尊厳の保持

本⼈の⾏動の⾃由を制限し、
尊厳を損なう⾏為

❌

⽬指すべきケア
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⾝体拘束がもたらす弊害

⾝体拘束は、「される側」だけでなく「する側」にも弊害をもたらす。

出所：令和5年度⽼⼈保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における⾝体拘束廃⽌・防⽌の取組推進に向けた調査研究事業
        「介護施設・事業所等で働く⽅々への⾝体拘束廃⽌・防⽌の⼿引き 令和6年3⽉」
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⾝体拘束の悪循環

出所：令和5年度⽼⼈保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における⾝体拘束廃⽌・防⽌の取組推進に向けた調査研究事業
        「介護施設・事業所等で働く⽅々への⾝体拘束廃⽌・防⽌の⼿引き 令和6年3⽉」
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プロセス 2024年度診療報酬改定

・ 精神科病院（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む）における身体的拘束の取扱いについては、
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定によるものとする。

・ 身体的拘束最小化に関する基準を満たすことができない保険医療機関については、入院基本料（特別入院基本料等を除
く）、特定入院料又は短期滞在手術等基本料（短期滞在手術等基本料１を除く。）の所定点数から１日につき40点を減
算する。

➢ 医療機関における身体的拘束を最小化する取組を強化するため、入院料の施設基準に、患者又は他
の患者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束を行ってはなら
ないことを規定するとともに、医療機関において組織的に身体的拘束を最小化する体制を整備する
ことを規定する。

身体的拘束を最小化する取組の強化

令和６年度診療報酬改定 Ⅰ－１ 医療従事者の人材確保や賃上げに向けた取組ー②

【身体的拘束最小化の基準】
［施設基準］
（１）当該保険医療機関において、患者又は他の患者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束を行っては
ならないこと。

（２） （１）の身体的拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の患者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければな
らないこと。

（３） 身体的拘束は、抑制帯等、患者の身体又は衣服に触れる何らかの用具を使用して、一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制
する行動の制限をいうこと。

（４） 当該保険医療機関において、身体的拘束最小化対策に係る専任の医師及び専任の看護職員から構成される身体的拘束最小化チームが設
置されていること。なお、必要に応じて、薬剤師等、入院医療に携わる多職種が参加していることが望ましい。

（５） 身体的拘束最小化チームでは、以下の業務を実施すること。
ア 身体的拘束の実施状況を把握し、管理者を含む職員に定期的に周知徹底すること。
イ 身体的拘束を最小化するための指針を作成し、職員に周知し活用すること。なお、アを踏まえ、定期的に当該指針の見直しを行うこ
と。また、当該指針には、鎮静を目的とした薬物の適正使用や（３）に規定する身体的拘束以外の患者の行動を制限する行為の最小化
に係る内容を盛り込むことが望ましい。

（６） （１）から（５）までの規定に関わらず、精神科病院（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む）における身体
的拘束の取扱いについては、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による。

身体的拘束を最小化する取組の強化（入院料通則の改定③） （再掲）

[経過措置] 令和６年３月31日において現に入院基本料又は特定入院料に係る届出を行っている病棟については、令和７年５月31日までの間に限り、
身体的拘束最小化の基準に該当するものとみなす。 4

⾝体的拘束最⼩化に向けて、体制整備が必須となった。

基準未達は減算40点

⾝体的拘束以外にも⾔及
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➢ 認知症ケア加算について、身体的拘束を実施しなかった日及び実施した日の点数をそれぞれ見直す。

➢ 認知症ケア加算で求めるアセスメント及び対応方策に、せん妄のリスク因子の確認及びせん妄対策を含めるとと
もに、認知症ケア加算を算定した場合はせん妄ハイリスク患者ケア加算の算定は不可とする。

認知症ケア加算の見直し
令和６年度診療報酬改定 Ⅱ－２ 生活に配慮した医療の推進など地域包括ケアシステムの深化・推進のための取組－⑩

改定後
【認知症ケア加算】
１ 認知症ケア加算１
イ 14日以内の期間 180点 ／ ロ 15日以上の期間 34点
２ 認知症ケア加算２
イ 14日以内の期間 112点 ／ ロ 15日以上の期間 28点
３ 認知症ケア加算３
イ 14日以内の期間 44点 ／ ロ 15日以上の期間 10点
［算定要件］
身体的拘束を実施した日は、所定点数の100分の40に相当する点数
により算定する。

現行
【認知症ケア加算】
１ 認知症ケア加算１
イ 14日以内の期間 160点 ／ ロ 15日以上の期間 30点
２ 認知症ケア加算２
イ 14日以内の期間 100点 ／ ロ 15日以上の期間 25点
３ 認知症ケア加算３
イ 14日以内の期間 40点 ／ ロ 15日以上の期間 10点
［算定要件］
身体的拘束を実施した日は、所定点数の100分の60に相当する点数に
より算定する。

認知症ケア加算の見直し

改定後現行
【認知症ケア加算１】
［算定要件］
当該患者を診療する医師、看護師等は、認知
症ケアチームと連携し、病棟職員全体で以下の
対応に取り組む必要がある。
① 当該患者の入院前の生活状況等を情報収
集し、その情報を踏まえたアセスメントを行
い、看護計画を作成する。その際、行動・心
理症状がみられる場合には、その要因をアセ
スメントし、症状の軽減を図るための適切な
環境調整や患者とのコミュニケーションの方
法等について検討する。

［施設基準］
認知症ケアチームは、以下の業務を行うこと。
（新設）

【認知症ケア加算１】※認知症ケア加算２・３も同様
［算定要件］
当該患者を診療する医師、看護師等は、認知症ケアチームと連携し、病棟職員全体で以下の対
応に取り組む必要がある。
① 当該患者の入院前の生活状況等を情報収集し、その情報を踏まえたアセスメントを行い、看
護計画を作成する。その際、行動・心理症状がみられる場合には、その要因をアセスメントし、
症状の軽減を図るための適切な環境調整や患者とのコミュニケーションの方法等について検討
する。また、せん妄のリスク因子の確認を行い、ハイリスク患者に対するせん妄対策を併せて
実施すること。せん妄のリスク因子の確認及びハイリスク患者に対するせん妄対策の取扱いに
ついては、せん妄ハイリスク患者ケア加算の例によること。

［施設基準］
認知症ケアチームは、以下の業務を行うこと。
せん妄のリスク因子の確認のためのチェックリスト及びせん妄のハイリスク患者に対するせん

妄対策のためのチェックリストを作成していること。
［経過措置］令和６年３月31日時点で認知症ケア加算に係る届出を行っている保険医療機関は、令和６年
９月30日までの間、せん妄のリスク因子等のチェックリストの作成に係る基準を満たしているものとみなす。 5

アウトカム 2024年度診療報酬改定

⾝体的拘束の実施有無が、より⾼く評価されるようになった。

点数は10%以上プラス

拘束時減算は20%拡⼤
ただし、減算の単位は1⽇
（1⽇も1時間も同じ）
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⾝体的拘束の⾒える化

診療報酬算定による⾝体的拘束のデータ検証が可能。
⾃施設の現状や⽬標などの⾒える化に活⽤できる。

認知症ケア加算による⾝体拘束実施率
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加算1

加算2

加算3

合計

病院全体 特定機能病院 療養病床を有する病院 ⼀般病院

出所：令和５年 社会医療診療⾏為別統計 令和５年６⽉審査分

(=⾝体的拘束実施回数/認知症ケア加算算定全回数)
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⾝体的拘束の経営への影響

認知症ケア加算は1⽇だけでなくほぼ継続的に算定する。
対象患者も多いため、⾝体的拘束の有無は経営にも影響を与える。

認知症ケア加算1 患者⼀⼈1⽉あたり点数

1-14⽇

15-30⽇

これまで 2024年度改定

=160点×14⽇

2,720点

2,240点

=30点×16⽇

480点

=180点×14⽇

2,520点

=34点×16⽇

544点

3,064点

=72点×14⽇

1,008点

=14点×16⽇

224点

1,232点

⾝体的拘束なし ⾝体的拘束あり

＋344点             
（+3,440円）

▲1,832点
（▲18,320円）

⾝体的拘束なし

対象患者⼀⼈
１⽉当たり点数

× 対象患者数
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⾝体拘束をなくすプロセス

診療報酬改定によりストラクチャーとアウトカムは明確にされた。
医療現場では、この⼆つをつなぐ技術向上と⼿続き強化が求められる。

⾝体的拘束最⼩化への枠組み

ストラクチャー

データの⾒える化と
診療報酬点数による評価

プロセス

アウトカム

⾝体的拘束最⼩化への体制整備

技術 ⼿続き
ストラクチャーとアウトカムをつなぐプロセス

診療報酬：⼊院料への取組強化

診療報酬：認知症ケア加算のプラスとマイナス

・⾝体的拘束を最⼩化する技術
・法的リスクに備える⼿続き

済

済
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⾝体的拘束を最⼩化する技術

⽇慢協には「⾝体的拘束最⼩化」でなく「⾝体拘束ゼロ」を実践している
会員病院も少なくない。その具体的技術を習得できる場を設ける。

⼿引きの活⽤ 具体的技術の習得

⽇本慢性期医療協会主催セミナー
令和6年10⽉22⽇（⽕）13:00-17:00

令和５年度老人保健健康増進等事業
介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止の取組推進に向けた調査研究事業

令和６年３月

※本手引きは「身体拘束ゼロへの手引き-高齢者ケアに関わるすべての人に-」をもとに作成しております

介護施設・事業所等で働く方々への

身体拘束廃止・防止の手引き

平成13年3⽉ 令和6年3⽉⾒直し



⾝体拘束（緊急やむを得ない場合）の三要件
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法的リスクに備える⼿続き

⾝体拘束に関する法的リスクはある。ルール・⼿続きを定め、施設内お
よび患者家族との密なコミュニケーションを図ることが必要。

両⾯での判例が存在する 慎重な⼿続きが必要*

⾝体拘束をしたことの違法性

⾝体拘束をしなかったことの違法性

切迫性 ⾮代替性 ⼀時性

三要件に該当せずに、

三要件に該当するが、

本人・家族、本人に関わる関係者・関係機関全員での検討1

三つの要件と照らし合わせた慎重な検討2

本人や家族に対する詳細な説明3

三つの要件の再検討および該当しなくなった場合の解除4

*令和5年度⽼⼈保健健康推進等事業 介護施設・事業所等における⾝体拘束廃⽌・防⽌の取組推進に向けた調査研究事業
 「介護施設・事業所等で働く⽅々への⾝体拘束廃⽌・防⽌の⼿引き 令和6年3⽉」

担当職員個⼈（または数名）が判断しない

「切迫性」「⾮代替性」「⼀時性」を満たすケースは極めて少ない

⾝体拘束の内容、⽬的、拘束の時間、期間などの説明

要件に該当しなくなった場合には直ちに解除する
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⾝体拘束廃⽌をデザインする

「⾝体拘束ゼロ作戦推進会議」(厚⽣労働省 2000年）から24年が経過。
寝たきりゼロに向けても、⾝体拘束ゼロへの取り組みを推進する。

アウトカム

プロセス

⽬的

今こそ、⾝体拘束ゼロ作戦を！

指標設定/測定

実践⽅法の確⽴

明確化

ポイント ⾝体拘束

尊厳の保持
⾝体機能の低下防⽌

「⾝体的拘束最⼩化」から
「⾝体拘束ゼロ」への技術習得

最⼩化、ゼロ化促進へ
実施単位を1⽇から時間に

取組を停滞させないリスク対応
⼿続きとコミュニケーション

慢性期治療病棟

病態を改善し、在宅復帰を促す

6病態（誤嚥性肺炎、低栄養、
脱⽔、褥瘡、尿路感染症、
その他の感染症）の治療
+
病態の急性憎悪対応
（慢性期救急）

6病態の改善度、改善期間



良質な慢性期医療がなければ
⽇本の医療は成り⽴たない

〜今こそ、寝たきりゼロ作戦を！〜


